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　自治体には住民情報を中心に、個人情報
のみならず管理しなければならないデリケ
ートな情報が数多く存在する。
　導入当時を回想し上出氏はこう語る。
「クライアントＯＳはWindows98が大半を占
めており、ソフトウェアのライセンスをは
じめ資産管理が困難を極めていました。ま
たその頃、某大手プロバイダーの個人情報
漏洩事件が発生し、間もなくパソコンや外
部媒体の盗難・紛失による情報漏洩事故が
頻繁に報道され始めたため、何とかできな
いかという状態でした。」（上出氏）
　セキュリティポリシーに関しては総務省
のガイドラインに沿って策定を行い、運用
手順書を作成して職員に説明しようと準備
を行っていた時期でもあった。
　自治体のＩＴ担当者はまさに「何でも屋」
であり、当時は他の仕事と兼務しながら情
報システムの管理が求められ、手間のかか
らない操作性の良いシステムを必要として
いた。
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にパソコン警備隊に辿り着きました。」
（上出氏）
「パソコン警備隊のデバイス制御は、管理
コンソールから設定をすれば、出先機関の
端末でもたった数秒で、ロックや解除が可
能でした。これは他社には無い決定打でし
た。さらに資産管理上、Windows98ではクラ
イアント側で自由にソフトをインストール
できてしまうことがネックでしたが、それ
を制限することができたこともポイントで
した」と上出氏は振り返る。
　また「パソコン警備隊は価格も安く、限ら
れた予算内で効果的な対策がとれました。」
（上出氏）と価格的にも満足し、平成１６年
（２００４年）１２月に導入を決定した。

忍び寄る情報漏洩の危機
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資産管理と効率の良いデバイス制御機能

選定頂いたポイント2.
　当初解決したいと思っていたセキュリテ
ィ上の課題は、デバイスの制御とＩＴ資産
管理であった。また、出先機関の数が多く、
他の仕事を兼務しながらの管理となるため、
一人で管理できることも要望の一つであった。
「これらの課題の解決を目指して、いくつ
かの製品を候補に上げ、体験版を使って機
能を比較検討しました。クライアントの大
半を占めるWindows98に対応していなかった
り、デバイス制御に関しても機能的に満足
できなかった製品を除いていくと、最終的

　井上靖や五木寛之をはじめ、数々の小説に登場する内灘町は潮風の香る由緒ある砂丘の町。人
口約２７,０００人の町行政を支えるのは、事務職員、技術職員など合わせおよそ２５０名。本庁
舎に加え町の出先機関は４０箇所を超え、３００台以上のパソコンを活用して「コミュニケーシ
ョン型行政」を力強く推進している。
　これらのＩＴ資産の管理を最前線で行っている情報政策課総括主査の上出 勝浩氏を訪ねた。

導入の効果3.

業務の効率と高セキュリティを両立

「デバイスの制御は基本的には全て書き込
み禁止にしています。情報を持ち出したい
時は、ＦＤやＵＳＢメモリを使いますが、
利用する際に書面で申請してもらいます。
原課の上司、ネットワーク管理部門の上司
の決裁が下りた後にデバイス制御を解除す
る、その辺をルール化しました。」（上出
氏）
　デバイス制御の設定を管理コンソールで
行った後、数秒でクライアントに反映され
るという特徴が十分に活用され、「機密性」
を保ちつつ「可用性」を実現できるツール
であることが実証されている。

　セキュリティ運用手順書の策定や、課題
となっていたデバイス制御と資産管理の面
について、パソコン警備隊はどのように活
用されているのだろうか。




